
 

長野高教組発第 138 号 整理第 317 号 

2022 年 3 月 9 日 

分会長様 

長野県高等学校教職員組合 

執行委員長  細尾 俊彦 

 
各分会での３６協定締結のお願い 

 

コロナ禍の中、年度末のお忙しい毎日をお過ごしのことと思います。 

さて、2022 年度分の 36協定（サブロク協定）を各職場で締結していただく時期となりました。 

高校教育課では､3 月 2 日付で各学校長に 36 協定締結についての通知を発出しました。各学校では学

校長または事務長が分会長のところへ 36 協定締結のお願いに来ます。２ページ以降の資料をご一読い

ただき協定書の締結にご対応いただくようお願いいします。 

 

【注釈】 

36 協定を締結しないと学校長、事務長は行政職の皆さんに超

過勤務を命令することができません。（法令違反になります） 

学校では行政職員に必要な超過勤務が発生することがありま

すが、無定量な超過勤務を行わせないうえでも、上限を協定で

確認し、必要な協定を結ぶこととしています。 

この協定を結ぶことが必要なのは管理職側であり、労働者側

（高教組）は協定締結を受け入れる（協定締結をお願いされる）

立場です。各職場の行政職の皆さん（高教組の組合員、県職労

の組合員、組織されていない行政職）にも相談して進めていた

だくとスムーズに進みます。よろしくおねがいします。 



 

サブロク協定（36 協定）について 
長野高教組 

１ 労働基準法第 36 条について 

労働基準法第 36 条（時間外及び休日の労働）抜粋 
使用者は、当該事業場に、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、

労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者との書面によ

る協定をし、これを行政官庁に届け出た場合においては、第 32 条から第 32 条の 5 まで若しくは第 40
条の労働時間又は前条の休日に関する規定にかかわらず、その協定で定めるところによって労働時間を

延長し、又は休日に労働させることができる。 
 

これを要約すると、次の通りです。 
労働者を法定労働時間（1 日 8 時間 1 週 40 時間）を超えて（延長して）労働させる場合や、休日に

（1 週 1 回または 4 週を通じて 4 回を下回って）労働させる場合には、あらかじめ労働組合（労働組合

がない場合には労働者の代表）と使用者で書面による協定を締結しておかなければならない。 
このように労働基準法の第 36 条に規定されていることから、通称「サブロク協定（36 協定）」と呼ば

れています。 
 
２ 協定締結にあたっての留意事項 

（１）「労働者の過半数」の考え方 
・サブロク協定（36 協定）に関係するのは、行政職ですが、労働者数のカウントには、教育職を含め

ます。したがって、高校における組合員数の多い組合は、高教組ということになります。県教委と

県職労とは、高校においては、高教組が代表となることを確認しています。 

・多くの分会は、行政職を含めた労働者の過半数を組織していますので、そうした分会は、問題なく

分会長が協定書を締結することになります。一部の分会では、労働者の過半数を組織していません。

しかし、これらの分会でも、高教組が最大の組合であることは間違いありませんので、分会長が

労働者の過半数の代表として、協定を締結することになっています。 

・学校長と分会長で協定書に署名・捺印します。技能労務職員（任用替えしていない方）がいる高校

では、協定書を 2 通×2 ヶ所分＝4 枚、作成する必要があります（人事委員会だけでなく、労働基準

監督署にも提出するため）。事務的な手続き等は、事務長に任せてください。 

（２）分会長にお願いすること 
・年度末の忙しい中ですが、各職場において速やかに「協定書」を締結し、3 月下旬までに高校教育

課に提出することになりますので、2021 年度の分会長が署名・押印してください。 

・「協定届」（人事委員会、労働基準監督署根の届出書）には押印の必要はありません。 

・署名は、「分会長 ○○ ○○」とし、分会の印があるときは、その印を、ないときは、分会長の個

人印を押印します。 

 
 



 

３ 時間外勤務の縮減について 

・サブロク協定（36 協定）の締結は、時間外勤務の縮減、サービス残業の根絶を含めた時間外勤務管

理の適正化に向けて、その取り組みの一層の推進を図るものです。サブロク協定（36 協定）は、行

政職に係るものですが、時間外勤務の縮減は、教育職についても重要な課題です。 

・サブロク協定（36 協定）は、1 年ごとに締結していくことになっていますので、2021 年度の各職場

の課題等、整理をしながら、時間外勤務の縮減・サービス残業の根絶を進めていくことが大切です。 
 
 

＜2021 年 2 月 24 日 交渉の確認書＞ 

 

時間外及び休日勤務に関する基本確認書 

 

 長野県教育委員会教育長（以下「甲」という。）と長野県職員労働組合中央執行委員長、長野県高等学校教

職員組合執行委員長及び長野県教職員組合執行委員長（以下「乙」という。）は、職員（「教育職給料表適用

者」を除く。以下同じ。）の時間外及び休日勤務に関し、次のとおり基本確認書を締結する。 

 

 （基本方針） 

第１条 甲及び乙は、総労働時間の短縮という基本認識に立ち、常に効率的で計画的な業務の執行を図り、

時間外における勤務の一層の縮減に努力するものとする。 

 （時間外及び休日勤務の命令） 

第２条 所属長は、業務に支障をきたすことが予想され、かつ、業務上必要欠くことのできない場合で、長

野県職員労働組合分会長若しくは職場委員又は長野県高等学校教職員組合分会長又は長野県教職員組合分

会長（以下「分会長等」という。）との協議により定める業務に限り、時間外又は休日勤務を命ずることが

できる。 

なお、時間外又は休日勤務を命ずる場合には、職員の健康状態及び特殊事情等に配意するものとする。 

２ 前項の時間外及び休日勤務に関する命令は、事前に行うことを原則とする。ただし、災害その他

緊急の必要がある場合で職員が時間外又は休日勤務し、所属長がその事実を認められるときはこの

限りでない。 

 （時間外勤務等の上限） 

第３条 所属長は、前条第１項の規定にかかわらず、次の各号の範囲内において分会長等との協議により定

める時間又は日数を超えて時間外又は休日勤務を命ずることは原則としてできない。ただし、労働基準法

（昭和 22 年法律第 49 号）第 33 条第１項に該当する臨時の業務で、監督機関にその旨の届出等を行った場

合はこの限りでない。 

(1) 時間外勤務 

 ア １日につき   ８時間 

 イ １月につき   45 時間 

 ウ １年につき   360 時間 

(2) 休日勤務 

１月につき     ４日（0:00～24:00 の間で必要と認める時間） 

 （時間外勤務の上限の特例） 

第４条 前条の規定にかかわらず、分会長等との協議により定める特別な業務に従事する場合は、時間外勤

務に係る時間を１日につき 14 時間、時間外及び休日勤務に係る時間を１月につき 80 時間、時間外

勤務に係る時間を、１年につき 540 時間まで延長することができる。この場合において、、時間外

勤務に係る時間が１月につき 45 時間を超えることができる回数は、1 年につき 6 回までとする。 

 （36 協定等の締結） 

第５条 労働基準法別表第１に掲げる事業を行う所属にあっては、同法第 36 条第１項に定める協定を締結し、

監督機関に届出を行うものとする。 

２ 前項に該当しない所属にあっては、協定に準じた確認書を締結するものとする。 



 

（協議） 

第６条 この基本確認書の実施に伴い疑義が生じた場合には、甲、乙協議の上決定する。 

 （有効期間） 

第７条 この基本確認書の起算日は、令和 4 年４月１日とし、その有効期限は同日からから１年とする。 

（基本確認書） 

第８条 この基本確認書の成立を証するため、この基本確認書４通を作成し、甲乙が各１通を所持する。 

    

   令和 4 年 2 月 24 日 

 

甲  長野県教育委員会教育長         原山 隆一 

 

        乙  長野県職員労働組合中央執行委員長   湯本 憲正 

 

           長野県高等学校教職員組合執行委員長  細尾 俊彦 

 

           長野県教職員組合執行委員長      宮田 弘則 

 

 

 

＜2015 年 3 月 16 日 交渉の確認メモ＞ 

 
確  認  メ  モ 

 
時間外勤務及び休日勤務に係る 36 協定等の締結に関する平成 27 年 3 月 16 日に実施した交渉におい

て確認した事項は以下のとおりとする。 
 
１ 平成 14 年(2002 年)3 月 19 日の確認メモは今後も遵守するものとする。 
２ 36 協定等の運用について、職員に対し十分な説明を行うとともに平成 27 年度は試行的な扱いとす

る。 
３ 時間外勤務の縮減及び適正な管理について、実効性のあるものにするため、引き続き労使で話し合

いを行う。 
４ 今後、問題が生じた場合は、誠意をもって話し合い、問題の解決を図るものとする。 
 
   平成 27 年 3 月 16 日 

長野県教育委員会 教育総務課長   北 澤 義 幸 
高校教育課長   内 堀 繁 利 
特別支援教育課長 中 坪 成 海 

長野県職員労働組合 書記長     湯 本 憲 正 
長野県高等学校教職員組合 書記長  上 條   晋 
長野県教職員組合 書記長      小 林 一 久 

 

 

 

※不明な点があれば高教組本部（担当：近藤・遠藤）に問合わせください。 



３教高第733号  

令和４年(2022年)３月２日  

 

県立高等学校長 

県立中学校長 
様 

 

 

高校教育課長     

 

 

36協定の締結について（通知） 

 

 時間外勤務等の縮減と適正な管理を図るため、教育長と長野県職員労働組合中央執行委員長、長

野県高等学校教職員組合執行委員長及び長野県教職員組合執行委員長との間で、労働基準法（昭和

22年法律第49号）第36条第１項の規定に基づく協定（いわゆる「36協定」）等の締結に係る「時間

外及び休日勤務に関する基本確認書」（別添１）を締結しました。 

 つきましては、下記に御留意の上、学校長と職員の代表者との間で36協定を締結してください。 

 なお、各所属においては、年度末に向け、引き続き職員の時間外勤務の縮減に努めていただきま

すようお願いします。 

 

記 

 

１ 協定等の締結に当たっては、別添２「36協定等の締結の手引き」を参照し、締結後は期限まで

に監督機関への届出等を行ってください。 

なお、協定届について、様式が変更となっていますのでご注意ください。 

また、監督機関が労働基準監督署である場合に当課に提出する協定届等の写しについて、提出

部数を見直しましたので、ご確認ください。 

２ 協定の締結に当たり、学校長は、事務事業の見直しや業務の改善効率化を進めるとともに、職

員の業務状況を把握し、引き続き時間外勤務の縮減に取り組んでください。 

３ 各所属が締結した協定の限度時間を超えることを理由に職員の申告を制限するなど、「サービ

ス残業」を生じさせることがないようにしてください。 

担 当 教職員係 

    （課長）服部 靖之 （担当）風間 真楠 

電 話 026-235-7429（直通） 

ＦＡＸ 026-235-7488 

E-mail koko-kyoshokuin@pref.nagano.lg.jp 

県教委から学校長あての通知文 

重要な部分に高教組で下線を引いてあります 



時間外及び休日勤務に関する協定書 

 

長野県●●高等学校長（以下「甲」という。）と長野県高等学校教職員組合▲▲分会長【又は職

場代表】（以下「乙」という。）は、労働基準法（昭和 22年法律第 49 号）第 36 条第１項の規定に

基づき、長野県●●高等学校における時間外及び休日勤務に関し、次のとおり協定する。 

 

（基本方針） 

第１条 甲及び乙は、総労働時間の短縮という基本認識に立ち、常に効率的で計画的な業務の執

行を図り、時間外における勤務の一層の縮減に努力するものとする。 

２ 甲及び甲の指示に基づき職員の勤務時間を管理する者は、時間外及び休日勤務の必要性を慎

重に判断し、職員の理解のもとで必要最小限の人員及び時間を命ずることとし、職員の勤務時

間の適正な管理に努めるものとする。 

 

（時間外及び休日勤務の業務） 

第２条 甲は、次の各号に定める業務で、業務に支障をきたすことが予想され、かつ、業務上必

要欠くことのできない場合に限り、所属職員●●名に対し、時間外及び休日勤務を命ずること

ができる。 

(1) 予算、決算及び各種会計に関する業務 

(2) 授業料、高等学校等就学支援金及び学校徴収金に関する業務 

 (3) 教職員の人事及び給与に関する業務 

(4) 学校施設及び設備の管理及び整備に関する業務（校用業務を除く） 

(5) 図書館に関する業務 

(6) 学校施設及び設備の管理及び整備に関する校用業務及び農林に関する業務 

(7) 学校行事並びに時間外に行われる説明会及び会議に関する業務 

 

（時間外及び休日勤務の制限） 

第３条 甲は、次の各号に定める時間又は日数を超えて時間外及び休日勤務を命ずることはでき

ない。ただし、労働基準法第 33 条第１項に該当する臨時の業務で、労働監督機関にその旨の届

出等を行った場合はこの限りでない。 

(1)時間外勤務 

  ア １日につき   ８時間 

  イ １月につき   45 時間 

  ウ １年につき   360 時間 

 

(2)休日勤務 

１月につき    ４日（0:00～24:00 の間で必要と認める時間） 

 

 

 

別紙 ２－１ 

36 協定書【県立高等学校(技能労務職給料表適用職員等以外)】 



（報告及び協議） 

第４条 甲は、第３条に規定する時間外勤務等の上限時間を超えることが予想される場合は、時

間外勤務等の総時間及び超える原因等を、乙に報告の上、協議する。 

２ この協定書の実施に伴い疑義が生じた場合には、甲、乙協議の上決定する。 

 

（起算日及び有効期間） 

第５条 この協定書の起算日は令和４年４月１日とし、その有効期間は同日から１年とする。 

 

（協定書） 

第６条 この協定書の成立を証するため、この協定書２通を作成し、甲乙が各１通を所持する。 

    

         令和４年３月 日 

 

 

甲  長野県●●高等学校長         ○○○○  職印 

 

 

            乙  長野県高等学校教職員組合▲▲分会長  △△△△  職印 

【又は長野県●●高等学校職場代表   ×××× ㊞】 

この押印は、双方の合意を示すものとして、引き続き必要とな

ります。 

 厚生労働省においては、合意のないまま届出等が行われるな

どの懸念から、必要に応じ、締結状況等を確認するとしていま

す。 
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月
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用
者
 

職
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長
野
県
＊
＊
高
等
学
校
長
 

氏
名
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＊
 

＊
＊
 

 
 

 
長

野
県

人
事

委
員

会
委

員
長
（

又
は
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＊
労
働
基
準
監
督
署
長
）

 
様

 

労
働
保
険
番
号
 

□
□
□
□
□
□
□
□
□
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□
□
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府
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号
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番

号
  
  
  
  
被
一
括
事
業
場
番
号
 

法
人

番
号
 

□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
 

事
業
の
種
類
 

事
業
の
名
称
 

事
業
の
所
在
地
（
電
話
番
号
）
 

協
定
の
有
効
期
間
 

 
教
育
研
究
業
 

 
長
野
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＊
＊
高
等
学
校
 

（
〒

＊
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＊
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電
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番
号
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＊
＊
＊
－
＊
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＊
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＊
 

）

令
和

４
年

4
月

1
日
か
ら
１
年
間
 

時
 

間
 

外
 

労
 

働
 

 
時
間
外
労
働
を
さ
せ
る
 

必
要
の
あ
る
具
体
的
事
由
 

業
務
の
種
類
 

労
働

者
数
 

(
満

1
8
歳

以
上

の
者
)所

定
労
働
時
間

（
１

日
）

 

（
任

意
）
 

延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
時
間
数
 

１
日
 

１
箇

月
（

①
に

つ
い

て
は

4
5
時

間
ま

で
、

②
に

つ
い

て
は

4
2
時

間
ま

で
）
 

１
年

（
①

に
つ

い
て

は
3
6
0
時

間
ま

で
、

②
に

つ
い

て
は

3
2
0
時

間
ま

で
）
 

起
算

日
 

(
年

月
日

)
 
令

和
４
年

4
月

1
日
 

法
定
労
働
時
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超
え

る
時

間
数
 所

定
労

働
時

間
を

超
え

る
時

間
数
 

（
任

意
）
 

法
定
労
働
時
間
を

超
え

る
時

間
数
 所

定
労

働
時

間
を

超
え

る
時

間
数
 

（
任

意
）
 

法
定
労
働
時
間
を

超
え

る
時

間
数
 所

定
労

働
時

間
を

超
え

る
時

間
数
 

（
任

意
）
 

①
 
下
記
②
に
該
当
し
な
い
労
働
者
 

別
添
協
定
書
第
２
条
記
載
の
と
お
り
 

同
左
 

同
左
 

７
時

間
45

分
 

８
時

間
 

８
時

間
 

45
時

間
 

45
時

間
 

3
6
0
時

間
 

3
6
0
時

間
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

②
 
１
年
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制

に
よ
り
労
働
す
る
労
働
者
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

休
 

日
 

労
 

働
 

 
 
 
 
休
日
労
働
を
さ
せ
る
必
要
の
あ
る
具
体
的
事
由
 

業
務
の
種
類
 

労
働

者
数
 

(
満

1
8
歳

以
上

の
者
)

所
定

休
日
 

（
任

意
）
 

労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
 

法
定

休
日

の
日

数
 

労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
法
定
 

休
日
に
お
け
る
始
業
及
び
終
業
の
時
刻
 

別
添
協
定
書
第
２
条
記
載
の
と
お
り
 

同
左
 

同
左
 

土
・
日
曜
日
、
国
民
の
祝
日
、
 

12
月

29
日
か
ら
翌
年

1
月

3
日
ま
で
 

１
月
に
４
日
 

0
：
0
0～

24
：
00

ま
で
の
間
で
 

必
要
と
認
め
る
時
間
 

 
 

 
 

 
 

 
上
記
で
定
め
る
時
間
数
に
か
か
わ
ら
ず
、
時
間
外
労
働
及
び
休
日
労
働
を
合
算
し
た
時
間
数
は
、
1
箇
月
に
つ
い
て

1
0
0
時
間
未
満
で
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
か
つ
２
箇
月
か
ら
６
箇
月
ま
で
を
平
均
し
て

80
時
間
を
超
過
し
な
い
こ
と
。
☑

 

（
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
要
チ
ェ
ッ
ク
）
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